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会 社 都 合 の 休 業 に つ い て 

☆ 編 集 後 記 ☆ 
 

 我が事務所の貯金箱「金色のブーちゃん」です。 

「これに小銭が一杯貯まる頃にはきっと事務所も 

ジャンジャン儲かってるよ♪」と友人からもらった

のがちょうど１年前。あれから既に２回ほど一杯に

なりましたがそれほど儲かっている様子もなく(T_T) 

一杯ってもしかして「お腹いっぱい」の意味なん 

だろうか・・・教えて、ブーちゃん。 
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いよいよ寒い季節に入りました。この季節になると必ずと言ってよいほど問い合わせいただくのが 

「インフルエンザなど、伝染する病気で会社が労働者を休ませたら給料の支払いが必要か？」 

というものです。今回はこの「会社都合の休業」について簡単に整理いたします。 

① 労働基準法で決まっている「休業手当」 

 会社の都合（「お客さんの都合で急に仕事がなくなった」「今日は暇だから早く上がっていい」 

 など）で従業員を休ませる場合、会社は従業員に対して所得補償として「休業手当」というもの 

 を払わないといけません。 

③ 「会社都合」にならないケース 

 まず結論から申し上げると、休業させた場合ほとんどは「会社都合」なってしまいます。単なる 

 インフルエンザでの休業も会社都合となりますので休業手当の支払いが必要です。 

 なお「会社都合にならない」ケースは下記のとおりです。 

 ○ 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１） 

 ○ 結核 

 ○ 甚大災害など、会社が注意を払ってもどうすることもできない場合（東日本大震災など。 

     台風での休業は基本的に会社都合となります） 

② 払うのはお給料の６０％ 

 払う金額は、過去３ヶ月分のお給料額の平均をとり、その１日分の６０％を支払うことになりま 

 す。ただし、一部休業などで既に働いた分のお給料額が１日分の６０％以上の支払いであれば   

 それ以上の支払いは必要ありません。 

たまに鏡にもなります 


